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はじめに
　先進諸国の福祉国家が自らを取り巻く環境の
変化にいかに適応していくかは，福祉国家論の
主要なテーマである。特に年代以降の欧州で
は，統合，財政的および構造的圧力の下で，
社会保障制度や労働市場の改革が喫緊の課題と
なっている。ただし，問題の表れ方と適応への
筋道は，福祉レジームの類型，すなわち福祉が
生産され，国家，市場，家族の間に配分される
総合的なあり方により，異なるものと理解され
ている。
　エスピンアンデルセンによる福祉レジーム
の三類型（社会民主主義的な北欧型，保守主義
的な大陸欧州型，自由主義的なアングロ・サク
ソン型）に従えば，環境変化への適応が最も困
難であるのは大陸欧州型であり，特にそのサ
ブ・カテゴリーとみなされることの多い，南欧
の福祉レジーム∏であるといわれる［
			

］。このレジーム
は，所得保障と社会サービスの両面で福祉国家
の機能を家族が代替する程度が顕著な「家族主
義」を特徴とする。この「家族主義」は，女性
や若者の労働参加を妨げ，低い世帯所得が世帯
形成の遅れと低出生率を招き，福祉国家の財政
基盤を脅かしている。家族主義の前提は，所得
保障や労働市場，住宅政策といった政策領域の
特徴と表裏一体の関係にある［	

］
とされる。とりわけスペインでは，労働市場の
顕著な二元性が指摘されてきた。常用雇用者が
高い賃金と社会保障を得ている一方，就業者の
３分の１を占める有期雇用者，の％を
占めるともいわれるインフォーマル経済の労働
者，失業者は，きわめて不安定な立場にある。
　一方年代には，アイルランド，イタリア，
ポルトガルなど欧州各国で，コーポラティスト
的な政労使三者の協調行動による年金制度や労
働市場改革への取り組みが相次ぎ，注目され
た。ローズら［	
］は，
この現象に関する研究動向を包括的に整理し，
３つの立場に分ける。第１に，内生的な要因か
ら説明する立場がある。協調行動は，各国の積
年の問題に対する内生的な解決法として現れた
とみる。コーポラティズムの循環的な性質に焦
点を当てるこの立場では，課題に取り組む上で
協調というゲームが最適化されたとき，もしく
は景気後退によって合意形成への要請が復活し
たか，新たに生まれたときに，アクター間の勢
スペインにおける社会協定の復活

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力均衡の変化と関連して協調行動が出現すると
みる［	
］。
経済通貨同盟（）は，新たな圧力というよ
り，既存の改革の必要性を顕在化させ，経済に
ついての共通見解を誘発する契機とみなされる
［	

］。第２の立場は，グローバリ
ゼーションやから生じる競争の圧力に対
し，労働市場と福祉改革がそれを緩和する役割
を要求され，競争的なコーポラティスト的対応
として，社会協定や，その他の形態の新たな社
会的なパートナーシップが出現したとする
［		
］。この福祉国家が外的な圧
力に対応するために採用した「競争的コーポラ
ティズム」は，伝統的なコーポラティズムとは
異なる特徴を帯びている。第３の立場は，
そのものが何らかの社会協定を強いることに
なったとする。輸出産業の競争力を維持し，収
斂基準を達成する上で多くの政策的要請に対処
するため，関係するアクターが交渉のテーブル
に着いたとみる［	
］。
　スペインでも，年代半ばから年金や労働市
場改革に向けた協定が結ばれ，欧州における社
会協定の「復活」の一例として論じられた。し
かし，スペインで年代末から一連の協定が現
れた状況は，他の欧州諸国の戦後体制において
観察された状況とは全く異なっていた
［	
		］。スペインの協定
は，体制移行後の労使関係の形成，さらに政労
使関係の推移と密接に結びついており，しばし
ば協調行動の成否を基準として，労使関係が定
義された時期（－年），三者合意の不在時
期（－年），協定の復活時期（年－）の三
期に区分して論じられる［			］。そし
て，スペインにおいて労働市場改革がもつ政治
的な意味を考慮すると，労働市場改革協定に
到った経緯について，固有の説明も要すると思
われる。
　年代のスペインの労使関係と社会協定を
扱った主な研究として，スペインではエスピナ
［			］，英米ではマルティネス‐ルシオ
［	
		］，ペレス［
］，ハマン［	
］等がある。
日本では，歴史的アプローチによるスペイン政
治研究で協定主義に言及している例［野上
］はあるが，福祉国家と労使関係の観
点から扱った例はない。本稿はスペインの社会
協定の復活について，外的要因によっては説明
しつくせない国内の変化に着目し，上記の第１
の立場，すなわち内生的要因に基づくアクター
の戦略から説明する立場をとったうえで，体制
移行後の政治的，制度的文脈から，国内におけ
る独自の意義を考察する。第１節では年代の
協定をめぐる政労使の関係を概観し，第２節で
はその間の労働市場改革の政治化を見る。第３
節で年代に社会協定が現れた要因を検討し，
第４節でスペインにおける外形としてのコーポ
ラティズムと社会協定の意義を考察する。スペ
インにおける社会協定の軌跡を，労使関係と労
働市場改革の推移と合わせて検討することで，
南欧の一国が受容したコーポラティズム的手法
の展開，労使関係と福祉レジームの連関に示唆
を与えうるものと考える。
１　体制移行と社会協定
１－１　労使団体の成立
　フランコの権威主義体制下（－年）で
は自由な労働組合運動は禁じられ，体制側が統
括する唯一の組合組織に置き換えられていた。


しかし労働運動は非合法に存続し，反体制運動
で主導的役割を果たした。年の創立以来社
会労働党（）と同盟関係にある労働者総
同盟（），年創立のアナーキズムに特
徴付けられる全国労働連合（）のほか，共
産党系の労働者委員会は地下活動を通じて垂直
的労働組合に浸透していた。スペインの組合が
現代的な形を整えたのは，フランコ死後の体制
移行期間であった。労働者委員会は年に連合
体のに集結する一方，も再結成さ
れ，複数の組合が競合した。年に労働組合
の合法性が認められ，年民主憲法の規定を受
け，年の「労働者憲章」（）が労働者の権
利，代表および選出方法，団体交渉を定め，さ
らに年の「労働組合の自由についての組織
法」（）が組合の具体的な組織と機能の枠
組を定めた。組合の制度化における国家の影響
は甚大であった。
　では，従業員数－名の企業の労働者
は，投票で選出された職場代表（
）により代表される（６－名の企業
も同様に可）。従業員数が名以上の企業の労
働者は，従業員数に応じて投票で選出された職
場代表から構成される職場委員会（	
）により代表される。組合員，非組合員
を問わず，１ヶ月以上の雇用関係にある全労働
者に投票権があり，職場委員会は企業単位もし
くは事業所単位で組織される。職場代表もしく
は職場委員会は，組合とともに従業員を代表
し，雇用者と交渉する権利をもつ。こうして
「職場代表制」は形式的に組合と別に規定され
ているが，実際には組合が職場代表候補者を出
すため，組合間の選挙となっている。選挙の結
果，職場代表と職場委員会のに達した組合
は国レベルの「代表的組合」として，団体交渉
における優先権，職場代表選挙の招集権等をも
つ。この制度の下，とは職場代表
全体の％前後を占め［		
，巻末表］，
交渉における役割を確立し，二大組合への収斂
を決定付けた。
　組合の組織率πは，体制移行にともなう－
年のブームで約－％まで急伸した後，急
減した［	

］。以後
－％の範囲に停滞している。職場代表制で
は組合員でなくとも利益が代表され，加入によ
る特典がないことも一因とされる［
］。低組織率により組合費ベースでは脆
弱な財政は，政府補助金がカバーしている。４
年に一度の職場代表選挙の結果に基づき政府補
助金が配分されるため，二大組合の競争は一層
激化した。また，前体制下で没収された組合資
産の返還という名目での政府補助金もあり，こ
れは事実上をより優遇するもので
ある。
　組織率の低迷で組合は活動家に不足し，経営
者との協定の履行を監視するには組織的限界を
抱えることになった。スペインで従業員名以
上の企業数は，従業員のいる企業全体の
を占めるに過ぎない［］。組合組織は
特定の地域，産業への偏りが顕著であり，組合
は概して特定の地域と産業，中大規模の企業に
おいてのみ，経営者に持続的に圧力をかけるに
十分な存在感を持ちうる。しかし，スペインの
組合は企業レベルで弱体であっても，社会的影
響力は大きい［	
	
］。組合が組
織率の低迷にもかかわらず政府や雇用者の政策
に対抗する存在感を持ちえたのは，その動員力
による。－年の間，ストライキの発生
スペインにおける社会協定の復活
率や喪失労働時間はで最高位にあった
［			

］。非組合員も職場代表の投票権をもち，組
合の代表性を認識してその政策に応じることか
ら，組織率と動員力に乖離が生じるともいわれ
る［	
］。
　一方，経済界は，スペイン経済団体連合
（）が年に旗揚げされるまで頂上団体
をもたず，産業別，地域別の団体に分散してい
た。は新体制の下，頂上団体として，既
存の商工会議所や地域別の経営者サークルに対
し，自らの地位と役割を確立する必要があっ
た。組合もまた，歴史的な経緯から政治活動に
自らの存在意義を見出してきたため，新体制下
で正統な役割を再構築する必要があった。こう
して労使団体はいずれも社会的アクターとして
の歴史が浅く，組織的には産業別と地域別の二
重構造という共通点をもつ［	


	
］。
　労使協定には，企業レベルの上位に，地域的
な産業別協定と全国的な産業別協定がある。前
者は数で後者を圧倒しているが，確かなデータ
がない。全国的な産別協定の主なものは，民間
銀行，化学，製鉄等で，化学部門の協定が関係
者の基準となっている。理屈の上では，職場代
表が選出されない従業員５名以下の事業所は地
域・産別協定に従うはずであるが，現実には
の労働者は労使協定によってカバーされ
ていないといわれる［	
		
	

	］。また，
フランコ時代の協約や規則は，が労使協定
に替えるか廃止すべき旨を宣言していたが，
年に政府が破棄するまで維持されていた。さら
に，企業，地域，全国の各レベルで協約される
賃金や交渉事項に関して序列が法定されておら
ず，団体交渉の構造上問題があった。
１－２　政労使の協定への関与
　体制移行後の二大組合の再構築と強化は，一
連の協定との関係を抜きにして語ることはでき
ない［	

］。政府，
組合，経営者の関係は，それぞれ自らの目的を
追求するために社会協定を用いた結果，形成さ
れていったともいえる。
　まず，政党間で結ばれたモンクロア協定
（）は，生まれたての民主主義を定着させる
ため，新憲法の成立と経済危機の打開に向けて
諸政治勢力の合意を得ることが目的であった。
同協定は協定主義の象徴のように言われたが，
労使は参加していない。というよりもむしろ，
労使団体の不在を埋める形で政党がその役割を
果たしたといえる。同協定を端緒とし年まで
に一連の協定が結ばれた。年労使基本協定
（）は，制定に先立ち，労使関係に関し
てとの間でを排除して結
ばれた。年の労使基本枠協定（）は，や
はりとの間で団体交渉の枠組に関
して署名された。次の協定は，年２月のクー
デタ失敗を受け，年に政労使で結ばれた全国
雇用協定（）である。も参加し，イ
ンフレ抑制から雇用政策，労働市場，労使関係，
社会保障まで，先の二協定より広範な内容に及
んだ。年月の政権交代以降，年に二大組
合との間で労使間協定（）が，年に
年代最後の主な三者協定である経済社会協定
（，－年を対象）が再びの参加
なしに結ばれた。
　こうした協定は当初，強い政治的色彩をとも


なって現れた［	
］。移行期の政府
は，民主化の象徴として組合の合法化は不可避
であっても，高度に政治化された労働運動に何
らかの制限を設ける必要を感じていた。そして
民主制の安定化という明確な目的で，組合の急
進主義を抑えるために協定を促進した。
では「最も代表性の高い組合」という考え方を
生み，組合を競争関係に立たせた。組合はその
代わりに，政府とからのアクターとし
ての制度的承認と，一定の社会的，経済的な利
益を得た。組合は，雇用，保健医療，社会保障
の公的機関（，，）に参
画し，労働者に対し正統性を示すことができ
た。そして選挙結果による公的財政支援と組合
財産の還流は，組織的強化に貢献した。
　さらに協定は二大組合の関係も決定づけた。
職場代表選挙の得票数が最大のは，当
初から労使協調に反発し，参加する場合も渋々
であった。はとの差別化を図り，
責任ある第一の組合としての地位を固めるた
め，労使交渉に積極的に参加した。に
とっては，組合勢力が強い時点では全面対決を
避けることが合理的であった。対決姿勢をとる
の勢力伸張を憂慮し，を交渉可能
な相手として優先し，の周辺化を試み
た。こうして協定に参加するアクターの全てが
利益を得ることができた。
　しかし，年代半ばまでに状況は変化した。
デモクラシーのための妥協という意味での協定
の存在意義は，政府からも労使団体からも，も
はや必要と感じられなくなっていた。景気後退
の影響を受けるにつれ，協定の内容は厳密に経
済的なものに転化し，労働市場改革が最大の課
題となっていった。政府も経営者も，組織率が
低下した組合に労働者の代表として協調するメ
リットを見出せなくなっていた［
］。一方，協定に参加してきた
の側も，政権への協力に利益を見出せな
くなっていた。緊縮的経済政策，賃金抑制，失
業給付削減が実施され，雇用が回復しない状況
で，当初から政府への対決姿勢を鮮明にしてき
たが優勢となったからである。は
戦略を転換し，を事実上反古にして
との一世紀に及ぶ同盟関係を破棄（年）し
た。引き金となったのは，政府の若年者雇用プ
ログラム（）に対する反発であった。
年にはと協調し，政府の政策転換を要
求してストライキに出た。全国で約万人を
動員したこのゼネ・ストの影響を受け，政府は
政策を撤回する［			
］。
との決裂により協定は空白の時期（－
年）を迎える。こうした経過の背後に，労働
市場の問題があった。
２　労働市場改革の政治化
　スペインの失業率は体制移行期に入った時点
では３％程度であったが，年代末から年代
を通じて西欧諸国で最悪となった。失業の要因
に関しては多くの研究があるが，国際競争の高
まりと就業人口の増大の点で一定のコンセンサ
スがあるほかは，意見を異にする。そうした中
で失業の最たる原因と目されたのは，市場の硬
直性，特にフランコ体制から継承された，複雑
な解雇手続きと高率の解雇費用であった。旧体
制の終身雇用，解雇・配置転換・転勤の制限と
いう既得権利がで再確認されたからであ
る。個人の解雇の場合，正当と認められる場合
は１年間の勤続につき日分の賃金，最大ヶ
スペインにおける社会協定の復活
月分の賃金相当額を支給することになってい
る。しかし，使用者は通常，不当な懲戒解雇の
場合に適用される，日分の賃金，最大ヶ月
分の賃金相当額に近い額を払う方を選ぶ。労使
紛争の解決は訴訟に持ち込まれる制度的傾向が
あり，企業側は立証責任を課せられるほか，結
果的に不当な解雇の場合を超える負担を強いら
れるため，労働者が異議を申し立てないよう高
額で妥結することになったのである。
　そこで年の改革は，年の労働者憲章を改
正し，有期雇用契約の利用を容易にした。中で
も「雇用促進型有期雇用契約」は最低６ヶ月か
ら最長３年までの期間，６ヶ月単位で更新可能
であり，企業側は日分の退職手当のみで契約
を満了することができ，６ヶ月の契約ごとに
３ヶ月分の失業給付が支払われる。これは，臨
時雇い契約は臨時的活動のためにのみ利用しう
るというスペイン労働法の「因果律原則」を破
ることを認めた点で画期的なものであった
［	
］。この結果，有期
雇用は年代後半に新規雇用のを占める
までに急増し，年には全雇用の３分の１を占
めるまでになった。一方，超の失業率は改
善しなかった。
　有期雇用は，通説では高額な解雇費用を避け
るための方法として広まったと理解されている
［	
］。まず，法的な逃げ道として，
特に，季節需要の多い産業で常用雇用契約を避
けるために用いられたとの見方がある。政策形
成者からすれば，インフォーマル経済の拡大を
避けるための方法でもある［	
	
］。スペインの産業構造では伝統的に
農業，観光，建設部門の比重が大きく，季節労
働の需要が多い。この三部門はまたインフォー
マル経済の割合が高く，労働市場への新規参入
が困難な女性，若者，移民が集中しており
［	
］，有期雇用は
こうした非典型雇用者を吸収したとみられる。
他方，有期雇用者は景気変動の緩衝材として用
いられたとの見方もある。インサイダー‐アウ
トサイダー仮説に基づき，企業内では有期雇用
者が競争的な矢面に立つため，インサイダーで
ある常用雇用者の交渉力は強化され，賃金要求
を高めることが可能になったと分析された。こ
の現象は，市場柔軟化政策がもたらした予期せ
ざる結果としてにわかに注目を集め∫，以降，
有期雇用は労働市場の二元化を拡大し市場の歪
みを生むとの考えが広まった。まず経営者が雇
用の柔軟化から得た利益は，常用雇用者の賃金
上昇によって相殺されてしまった［	
		
	
］。有期雇用の増加
と労働市場の分裂はまた，企業の人材育成への
投資を妨げ，短期的なコスト削減で競争性の維
持を図るという経済全体の対応を促進した。そ
して政府は，労働市場規制の緩和と強化を繰り
返し，一貫性の欠如は失業給付において最も顕
著であった。有期雇用の増大による労働の流動
化で，失業給付財政は赤字となったからであ
る。
　なお，スペインの労働市場に関する通説的な
理解に対しては有力な批判もある。失業の原因
として解雇規制と市場の硬直性に執着すること
が議論を歪めており［	
		
］，労働市場の二元化の主要原因として有期
雇用契約のみに着目することは，労働市場に現
れている変化を見誤ることになるとの指摘であ
る［	
］。ここで検討する紙幅はな
いが，支配的な言説の背後に働く力学（スペイ


ン銀行や，海外メディアの影響）にも留
意する必要があろう。
　労使の頂上団体はそれぞれ擬似的な政治的機
能を担う傾向があり，この傾向は長期政
権（－）の下で顕著になっていった。組
合はが右寄りにシフトしたと見て，左派
の分身を自任し対決主義的な戦略をとった。こ
うした戦略のルーツは権威主義体制に対する闘
争にあるとされる。組合は政党との独特な制度
的関係にあって，反体制運動の第一義的なチャ
ンネルとして役割を強化した。このことは，反
体制運動の道具として政治的意義の点から組合
の活動が枠付けされたことも意味する。した
がって，体制移行期にも政治的闘争と経済的闘
争は自律した営みとは見なされず，逆に，政治
的闘争は経済的闘争を決定すると考えられた。
このことが，年代，年代を通じて続く組合
の政治化と道具化を招いたとみられる［
］。
　一方，は左派政権の下，右派の分身と
して市場経済の擁護者たるべく振舞った。
は組合に対する戦略を，二大組合の分
裂，政府との関係の推移に応じて
決定した。当初はに対するの地位
を強化する上で中心的な役割を担った。また，
労働市場の硬直性に対する批判を強め，解雇規
制の緩和や有期雇用に関する法制化を進めるよ
う主張した。との決裂後，
は政治的発言により存在感を強めていった。そ
して政府と二大組合の対立時期を経て，年に
政府が組合との対話に乗り出したとき，
は自らが周辺化するという恐れから激しく反発
した［	
		］。
　こうした頂上団体の政治化の結果は，並行す
る雇用政策と労働市場の政治化であった。自給
自足的な権威主義体制から近代的な資本主義デ
モクラシーへの移行において，雇用規制がはら
む象徴的かつ現実的な重要性によって，あらゆ
る労働市場改革は高度に政治化された
［	
				］。労
働組合と左派は，資本と労働の間の勢力関係に
関わる変化に敏感に反応し，いかなる種類の規
制緩和も困難かつ限定的になりやすい。スペイ
ンで政府が労働市場に向けて一貫性とバランス
のとれたアプローチを展開する上で障壁となっ
たのは，フランコ期の労働政策を淵源として新
体制に反映された労使の利害関係と，体制移行
期の混乱の内に生まれたアクター，制度的に脆
弱な労使関係の枠組であったといえる。
　スペインの失業問題は，近年の経済の歴史に
深く根ざしており，また家族の果たす役割を考
察せずには的確に理解することはできないと認
識されている［		

	
］。スペインの社会と家族は失業
とともに生きるよう学習してきており，この適
応自体，変革のために措置を講じることへの社
会の消極性を意味する［		
］。失
業が家長に集中してこなかった［			

］という事実，失業者を世話する家族の役
割，インフォーマル経済での就労が安全弁とし
て機能すること，こうした全てが，を超え
る高失業率（当時）が政府にかける負荷を軽減
している［		

］。こうした家族，
福祉国家，労働市場の間に成り立つ関連が，ス
ペインの福祉レジームを特徴づけている。
スペインにおける社会協定の復活
３　社会協定の復活
３－１　協定の復活まで
　年以降，政労使三者の協調行動は途絶え
た。この間，政府は緊縮的なマクロ経済政策を
とり，経営者は労使交渉の分権化を好むように
なった。年から政府は三者の協調復活を試み
たが，組合は応じなかった。年，政府が失業
給付の削減を決定したのに対し，二大組合はス
トライキで多数を動員したが，年のような象
徴的なインパクトはなく，政府の方針を変更さ
せることはできなかった。年に失業率は
へと再上昇したが，政府も組合も交渉に
よる解決のために譲歩しようとしなかった。
年６月に総選挙となり，絶対多数を失った
は，政権維持のためにカタルーニャの保
守主義地域政党の協力に頼ったため，一層の市
場柔軟化を推進する立場を固めた。他方，二大
組合は，雇用慣行のいかなる自由化にも反対し
続けた。
　組合と何らの合意に達することができなかっ
た政府は，年月，雇用促進緊急措置に関す
る政令法を一方的に承認した。年元旦に立法
化されたこの改革は，主に４つの部分から成
る。①集団解雇の要件を変更して容易にした。
②－歳の若年者を対象に，最長３年間，最
低賃金を下回る賃金で，社会保険拠出金が低額
の新しい有期見習い雇用を導入した。③職業紹
介における政府の独占を廃し，民間の参入を認
めた。④フランコ時代から継承されていた労働
法を失効させる厳格な期日を課した。これに対
して二大組合は激しく反発し，改革の修正を求
めて１月末にゼネ・ストに出たが，年と同
様，動員力は示したものの何ら状況を変えるこ
とはできなかった。この年労働市場改革は，
有期雇用の比重が高まり解雇が容易になると恐
れる組合にとって受け入れがたい一方，余剰人
員解雇の直接費用に触れない点で経営者にとっ
てはきわめて不十分なものであった。
　同年月，二大組合はと全国的な労
使協定を年ぶりに締結し，失効している労働
法を団体交渉で置き換えることに合意する（
年改正）。年３月，公的年金制度の中長期的
な維持を目的としたトレド協定が国会で承認さ
れた。これを端緒に，年の政権交代と前後し
て協定が相次ぐことになる。年１月，「労働
紛争の司法外解決に関する協定」（）と同
適用規則が，組合と間で署名された。こ
れは，個人を主な対象とする地域レベルの労働
紛争解決制度と，集団を対象とする全国レベル
のそれとを関連づけ，労使関係の新たな段階と
して歓迎された。年３月総選挙でが政権
に就いた直後から，で予定された執行機
関設置に関する三者協定（年７月），「労災防
止に関する規則」（年９月），「社会保障と年金
に関する協定」（年月），「地域雇用計画に関
する協定」（年９月），そして「職業訓練政策
に関する基本協定」と「第二次職業訓練計画」
（）（年月）が続いた。労働者の安全
と健康に関する三者協定（）（年９月）
は，労働災害予防法（年月）以来の改革を
完結させた。
　一連の協定の中でも注目に値するのは，ま
ず，年金改革に関する「社会保障制度の安定化
と合理化に関する協定」（）（年月）
であり，トレド協定に基づく勧告をもとに年
６月に法制化された。そして，年４月の「労
働市場改革に関する協定」（）である。こ


れは三つの下位協定から構成される。①雇用安
定協定（）は，有期雇用契約の割合の削減
を目的とし，労働契約の枠組に関する一連の改
革を提案した。②団体交渉協定（）は，
団体交渉の構造を合理化するため交渉レベル別
に交渉内容を線引きした。③間隙補充協定
（）は，交渉するアクターの不在や労働法
の廃止等，多様な理由で団体交渉がカバーして
いない場合に，最小限の労働規制の枠組を提供
する。
　雇用安定協定（）は，年，年に続く
労働市場改革として，解雇費用の問題に初めて
踏み込み，１年の勤続につき日分の賃金，最
大ヶ月分相当額まで引き下げた新たなタイプ
の無期雇用契約を導入した。これは－歳も
しくは歳以上の者，１年以上の長期失業者，
障害者を対象とする。既に雇用されている者に
は解雇費用の減額は適用されない。組合が新形
態の常用雇用契約における解雇費用の下げに譲
歩したのと引き換えに，雇用者は有期および
パートタイム雇用者の条件を改善することに同
意した。
３－２　要　因
　こうした動きが現れたのは，参加のた
めの圧力により，アクターが国レベルの交渉へ
の回帰，交渉構造の定着化と調整を追求したた
めとみる立場［	
］がある。政府と
経営者は，緊縮的な金融政策と労使交渉の分権
化によって全国的な交渉の制度的代替を試みた
が，，年代の実質賃金と労働単価は上昇
し，中央における交渉の枠組の必要性に気づい
たとする。しかし，これでは組合がなぜ交渉の
テーブルに戻ったかを説明できない。この点，
国内の制度的，政治的文脈から，組合を中心と
した社会的アクターの制度的学習を中心にみる
立場により説得力がある［			

	
	］。
　組合はなぜ戦略を転換したか。まず，組合の
高い賃金要求と労使紛争は経済状況の悪化の一
因となった。そして，その対決主義的な戦略に
よって，組合は事実上政策形成プロセスの埒外
に取り残され，改革の道筋にほとんど影響を及
ぼすことができない状況に陥った［
］。そして組合が政党から自律していたこと
は，年と年の例のように，ストを実施して
も政治的影響力を及ぼしえないことも意味し
た。そのことに国民は気づいており，組合も対
決主義的な戦略に消耗していた［			

	

］。次に，
二大組合は支部や企業レベルでの組織弱体化に
直面した。組合の勢力は制度上，職場代表選挙
によって決定されるが，－年の職場代表選
挙で，企業別組合や独立組合の健闘により二大
組合の勢力は後退した。特には独立組合
等の躍進分に相当する職場代表を失い，年か
ら初めての後塵を拝した［			

］。こうした事態を受け，組合は失業率の高
止まりと有期雇用者の増大による労働市場の分
断が，自らの組織基盤を切り崩していることに
気づいた。年の新規雇用のは有期雇用
で，そのうち１年以上の契約はであり，同
年に交わされた契約の半分は期間が１ヶ月未満
であった［	


］。契約期間１ヶ月未満の有期雇用者に
は職場代表選挙の投票権がなく，そもそも有期
雇用者は組合に加入しない傾向にある［
	
］。二大組合は失業者を犠牲にして
スペインにおける社会協定の復活
インサイダーの利益だけを守るとの認識を一掃
し，支持を回復する必要があり，これは中央の
交渉への組合の回帰を動機付けた［
］。
　組合の戦略転換は年１月の「紛争の司法外
解決に関する協定」（）から表面化した
が，穏健化の動きはこれに先立ち内部で徐々に
準備されていた。民主化を導いてきた二大組合
のカリスマ的なリーダーが引退し（年，
年），特にの新指導者は経営者や政府との
対話に積極的であり，組合側も労働市場改革に
関する姿勢を軟化させた［			
］。
年総選挙で保守派の国民党（）に政権が移
り，組合の影響力が一層弱まる危機感もあっ
た。
　加えて，労働市場改革の議論に組合を関与さ
せるのは，第１期政権（－）の戦略
という側面もあったと見られる。は，年
に党首や党名の一新によって世代交代を印象づ
けるまで，フランコ派のエリートたちが主導し
ていた。少数派の政権は，労使の協力を得
ずに政策を断行した政権の失敗に学ぶ
と同時に，右派民主勢力として自らを正当化
し，支持を中道から中道左派まで広げる必要性
を認識していた［	

］。
４　コーポラティズムの再来？
４－１　スペインの経験
　スペインにおける年代の経験は「コーポラ
ティズムªの再来」であろうか。年代前半ま
での協調行動を，初期の研究は北欧などのコー
ポラティズムの経験と類比させて説明したが，
その後の研究の多くはこれを修正し，初期の協
調行動は民主的なコーポラティズムを特徴づけ
る制度的基盤を欠いた，一時的な，体制移行の
ための国家主導の戦略と解釈している。ロカ
は，年代末に政府，組合，経営者の戦略が，
それぞれ異なる理由で協調行動に向かって収斂
した［	
］のであって，特定の条件
の下での歴史的な産物であるネオ・コーポラ
ティズムとは同視できないとする。同時に年
以降のスペインにおける協調行動の危機も決定
的なものでなく，中長期的には二大組合が何ら
かの代償と交換に交渉に戻る可能性もあると見
ていた。マルティネス‐ルシオは，年代の三
者の協調行動は，その偶発的で制度化されない
性格と，労使の協議で問題が生じるとみられた
途端，政府が意思決定の場を戦略的に置き換え
るその手法に特徴があるとする［	
	
］。
　周知の通り，コーポラティズムの語は現在に
到るまできわめて多様な現象を指して用いられ
ているºが，スペインでは「制度化されない」と
形容されて用いられる。これには，年憲法が
定めながら政治的な理由で年まで設置されな
かった経済社会評議会（）や，初期の協定
の①非連続性，②署名者と形態の多様性，③内
容の多様性，④協定を実施する機会の不確実性
［	

］が念頭に置か
れている。
　レジーニ［	
］は，レームブルッフ
に倣い，コーポラティズム概念における利益媒
介様式としての面と，政策形成および実行様式
としての面とを区別した上で，イタリアにおけ
る組合と国家の関係を，政策形成と実行プロセ
スにおける協調の様式の点から論じている。そ
して，イタリアにおける協調行動は制度化のレ


ベルが低く，何らかの理由でそれがどちらかの
パートナーにとって好都合でなくなった時，戦
略の変更ははるかに容易であると指摘した。そ
して，北欧やオーストリアなどの地域では政労
使の合意形成モデルが経済全体あるいは個別企
業レベルで発達したのに対し，他の国（英国，
イタリア，スペイン）では，社会協定はある程
度，伝統的コーポラティスト諸国を模倣する努
力として繰り返された［	
］と見
る。
　確かに，スペインのケースは，伝統的な欧州
コーポラティスト諸国のパターンからの分岐が
みられた。労使ともに，協定の実際の内容や生
じうる帰結よりも，協定に通じる話し合いや殆
ど儀式的な行為である署名それ自体の方に関心
を示す傾向，協定が署名されても内容は履行さ
れない傾向が指摘されていた。ロビンソンが指
摘するように，スペインでは国家的コーポラ
ティズムの経験と対照的に，「社会的パート
ナー」という概念自体，すぐれて輸入の産物で
ある［		
］。スペインでは歴史
上，同時期に体制移行を経験したギリシャ，ポ
ルトガルを除く西欧諸国と同様の意味で社会的
なコーポラティズムの手法を受容したことはな
かった。スペインの労使関係は，欧州内で同一
類型とされるフランスやイタリアと比べても
［	




］，その成立自体がはるかに新しい。体制移
行後の組合の再編プロセス，労使協調の慣行が
開始された時期やその動機により，多くの欧州
諸国のコーポラティスト的経験とは軌道を異に
している。社会協定はその短い歴史において，
再分配を専らの争点としたことはなかった。し
たがって，年代に復活した協定は再分配より
も制度調整に関わる点で年代と異なるという
見方［	

］は，スペインのケースにはあたらな
い［	

］。社会協定は初期も年
代も，国内の制度的，政治的文脈の中でアク
ターの戦略が相互に作用した結果である。年
代の現象も，コーポラティズムの復活というよ
り，特定の問題に取り組む上での政府によるア
ド・ホックな試みを表しているのであり，それ
ゆえ体制移行期の伝統にある［
	

］ともいえる。ただし，スペイン
政治において社会協定がもつ意味は変化してい
る。
４－２　協定による改革への移行？
　年の労働市場改革は，２年間で万の新た
な無期雇用契約を創出し，財政赤字の削減，急
成長，失業率の低下をもたらし，年代後半の
スペイン経済にプラスとなった［
］という評価もある。しかし，有期雇用
率の高止まりをはじめ，労働市場の諸課題は解
決されていない。年月のトレド協定更新
の際に盛り込まれたの勧告のうち，は年
協定以来の諸政策の継続に関するものであっ
た。年のレポートは，依然として高
い有期雇用率がスペイン経済のアキレス腱と
なっていることを示している。
　年労働市場改革へのより現実的な評価とし
て，規制緩和としては僅かな変更であったが，
労働市場と労使関係における政府の機能の転換
点となったとの見方がある［			
	］。
体制移行後初めて，政府の介入が強い他律的な
労使関係が後退し，労使の協調行動によって実
質的に規準が確立されるメカニズムが生じる段
スペインにおける社会協定の復活
階に到ったという。年代の協定は団体交渉で
事後的に調整するという契約的な強い根本があ
るか，最終的に法として具体化されるという交
渉上の前提が見て取れた。これらの前提におい
て政府の介入が顕著であり，協議の内容は大抵
中央政府の労使に対する事前の意見をめぐるも
ので，事後に政府が議会に送る法案を具体化す
るためであった。年の協定には少なくとも公
式には政府の介入がなくΩ，その意味で社会的
アクターの思考における重要な変化を意味する
ものであった［	

］。エスピナによれば，の最大の貢献
は，規制に関する先験主義的な哲学を放棄し，
結果を通じて経験主義的に評価するという妥協
に達した点にある。経済学や社会学の研究者が
存在感を示し，イデオロギーで過度に歪曲され
た論争に合理性を導入した［			
	］。
　年代の協定の別の特徴として，内容が広範
に及ぶ年代の「大協定」の限界［	
	
］が認識され，争点ごとの協議
に基づき協定が成立した点がある。これは，最
も困難な労働市場改革が失敗して全体の進展を
妨げないよう，組合が政府と交渉する上での戦
略であった［			
］。加えて，一
連の社会協定は団体交渉制度の改革をともな
い，交渉プロセスも強化され，実施の担保がは
かられた。
　中央において交渉構造が定着するには，労使
団体ではともに，全国レベルと地域レベルとの
間の摩擦が障害となっており，依然として困難
であるとの見方もある［	
］。交渉
方式の安定性はまた，年の第２期アスナー
ル政権の失業給付制度改革に対するゼネ・ス
ト，年総選挙で交代した政権によ
る社会対話の強調などが示すように，今後も国
内の政治的要因によるであろう。しかし，社会
的なアクターを全国的な交渉に回帰させた動機
は，参加という目標よりも構造的であり
［］，参加後の年から毎
年，労使の頂上団体間協定で賃金水準の決定方
式も確認されている。それが対話の重要性を強
調する「典型的な『合意するという合意』」
［	
		］であっても，
少なくとも欧州通貨統合への参加を果たした後
に衰退する兆しはみられない。
むすびに
　福祉国家を取り巻く環境が激変するなかで，
適応の政治が論じられた年代，欧州各国で社
会保障制度や労働市場の改革をめぐる社会協定
が相次いだ。その要因が議論される過程で，
コーポラティズム論を再考する機運も生まれ
た。スペインのケースでは，参加のため
の圧力が作用したことも否定できないが，国内
の制度的，政治的な要因による説明が妥当であ
る。アクターそれぞれの戦略の結果が社会協定
に収斂した点で，年代も年代も変わりはな
いが，アクターの制度的学習の結果，特に組合
が戦略を転換して交渉のテーブルに戻ったこと
が重要である。
　加えて，スペインにおける社会協定の「復活」
には固有の意味が見出される。第一に，年代
のしばしば実施されなかった包括的な「大協
定」に対し，年代は争点ごとに協議の場を分
けて協定を結んだ。この進め方自体が学習に基
づく戦略であった。第二に，社会協定の用いら
れ方が変化した。初期には，他国から受容した
社会協定の概念は，政府の強い関与の下，新た


な労使関係の形成プロセスに資する外形として
儀式的に用いられた。一方，年労働市場改革
で頂点に達した年代の協定は，政府による労
使関係への介入の強さが後退し，従来の他律的
な労使関係モデルから脱皮する契機となった。
　スペインの労働市場は高失業と顕著な二元性
という課題を抱えてきた。しかし労働市場改革
は，体制移行後の政労使のパワー・バランスに
おいて象徴的な重要性をもつに到り，一貫した
政策を推進することは困難であった。年代半
ばに政労使が交渉に回帰し，年協定によって
労働市場改革は漸く端緒についたとみえるが，
労使関係モデルのゆくえはいまだ定まらない。
家族主義と労働市場が表裏一体の中心をなすス
ペインの福祉レジームが，その変容にまで到る
かはなお不確かである。
〔投稿受理日／掲載決定日〕
注
∏　南欧の福祉レジームの特徴と「家族主義」の含
意について，拙稿（）「スペインから見た福祉
の『南欧モデル』」，ソシオサイエンス９号，同
（）「スペインの『家族主義的』福祉レジーム
を検討する意味」，ソシオサイエンス号。
π　年で。	
	。
∫　政府から委託された専門家らによる「セグラ報
告」を部分的に扱ったものとして，	
	
	
	。
ª　かつてシュミッターは，戦後民主主義体制にお
ける北欧やオーストリアなどの政治経済システム
を，戦前のイタリアのファシズムやドイツのナチ
ズム体制における政治経済システムとの外見的類
似性をもとに，前者をネオ・コーポラティズム，
後者を国家コーポラティズムと呼び区別した。今
日では前者を指して単にコーポラティズムという
ことが多い［新川他］。
º　，年代のコーポラティズム研究を整理した
ものとして，	
。
Ω　政府の非公式な圧力はあった点，
	

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